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市場での個人の行動と，政治過程での個人の行動との問
の，きわめて重要な架橋が分析されなければならない。
このような架橋を試みるのが，〈公共選択の理論〉にほ
かならない。一J．M．　Buchanan，“Toward　Analysis
of　Closed　Behavioral　Systems”，　in　T加oγッ（ゾP⑳Z’o
α・’・8，P磁加1　Aρμ’‘頗・ηsげE‘・η・漉‘s，
edited　by　James　M．　Buchanan　and　Robert　D．
Tollison，1972，　p．12
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　別の機会に考察したように，伝統的な財政学の主流は，財政罰決定過程
における個人的選好ないしは，個人的需要という要素を，完全に無視して
　のきた。つまり，財政的決定は，個人的価値概念を超越した，ある抽象的な
価値基準一たとえば，社会的価値一が導入せられ，そのような基準に
もとづいて，社会の構成メンバーとは別個の，ある抽象的な財政決定主体
が，最大の社会的価値をもたらしうると判断した，集合的アウトカムを導
出するというインプリシットな命題が，ながい間，財政学の支配的な一般
的見解であった。もちろん，そのような財政学の理論構成の背後には，政
治的決定が，少数独裁としての一部支配層の効用関数によって導出され，
市民の選好は，そのような決定レベルに関して，明示的には表明されえな
い社会体制が，長期にわたって存続したことがあげられるであろう。
　しかし，現実にわれわれが直面している社会状況で，個人の私的決定と
は別に，社会の集合的な決定のさまざまな分野において，何らかの形で，
関係グループを構成しているメンバーの選好に反する，あるいは，それを
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無視した決定が許されるような領域がどれほど存在するであろうか。
　もちろん，一般的に，なお，さまざまな公共財には，個人的価値概念を
超越した，社会的価値が存在しているのであって，これらは，個人的な選
好に結びつくものではなく，個人を超越した価値概念ではじめて評価でぎ
るという，強い主張が存在している。もちろん，公共財がもたらす便益に
は，きわめて不可分性の大きいものもあれば，竿入的に可分的な要素と，
集団に不可分的な要素を混有しているものも多数ある。その場合，社会全
体に不可分な価値をもたらす側面も，それを評価するのは，あくまで個人
の選好関数における評価基準であって，このような外部効果についてのい
わゆる社会的価値も，明らかに，個人の効用関数に入りこむはずである。
その意味では，これはけっして，個人的な価値概念を超越したものではあ
りえない。そのようなものを社会的価値と呼ぶことについては，いささか
の異論もない。しかし，個人以外のものが，あるいは個人によって構成さ
れたもの以外の決定単位が対象を評価することができ，しかも，社会的な
選好序列づけができるような，選択プロセスが一体どこに存在するのか。
財政的決定への，個人的参加を認めないような社会制度において，一つの
超越的な決定単位が社会的価値基準にもとづいて財政的決定をおこなうと
いう理論づけは，このような観点からは，一部少数（あるいは単一の）支
配層を構成する個人の価値基準，つまり効用関数にもとづいて，そのよう
なレベルでの個人的な財政的決定がインプリシットに前提にされていたは
ずである。
　しかし，現実に，個々の社会のメンバーは，たとえば，教育サービスの
不可分的便益要素のような，いわゆる公共財にたいして，それぞれの個人
的な需要をもっていることは，けっして，否定できない事実である。それ
らの全体的な便益が，これまた，私的財とともに個入の効用を構成してい
　　　　　（2）るはずである。だがら，問題は，個人がそれぞれの公共財について抱いて
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いる選好表を，財政的決定の最終的なアウトカムに，結びつけるべきなの
かどうかという点にあるようにおもわれる。
　もちろん，ここでは，この問題についての一意的な解答を導出しようと
いうのではない。だから，当然，財政的決定を，個人の需要関数に結びつ・
けるべきではなく，グループのなかの一部のエリート（財政内ブレーン）
の効用関数によって一それは，個人を超越した実体ではない一決定さ
れなければならないという主張にもとづいて，財政理論の定式化をはかる
可能性も是認されなければならない。
　しかし，わたくしは，個人の一般的欲求構造のなかに，公共財にたいす
る需要関数の存在を認識するとき，やはり，直接的にせよ，間接的にせ
よ，集合的な財政的決定のレベルに，これら個人的需要を結びつけていく
ような，財政理論の定式化が，これまた不可欠であると考えるのである。
　一般的には，財政理論におけるこのようなアプローチが，あたかも理論
の遊技にすぎぬと非難し，その理論形成の困難性を指摘するむきもある。
それは，一つには，このようなアプローチに，すぐれて経済理論の分析が
応用され，したがって，集合的決定に，私的決定のアナロジーが用いられ，
ているところによるものであろう。
　いうまでもなく，社会の個々の構成メンバーの効用関数には多様性があ
り，しかも，集合性の特質のために，全メンバーに適用される最終的結果
は単一のものであるところがら，私的財市場の経済行動におけるような，
完全な効率性という行動基範を，全面的に実現していくことは，完全同等
の効用関数を前提にしないかぎり不可能である。したがって，そこには，
市場経済における特質とは異なったものが，集合的な決定過程には入りこ
んでくるのである。
　本稿では，特にこのような観点から，集合的決定過程における，若干の
特質について考察を試みたいとおもう。このような，決定過程に，精力的
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な分析的努力を注いでいるのは，ダンカン・ブラック（Duncan　Black），
ジェイムズ・ブキャナン（James　M，　Buchanan），ゴードン・タロック
（Gordon　Tullock）などである。ここでは，主として，明示的には，財政的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）決定を含まないが，グループの決定モデルを定式化したブラックのモデル，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）政治的決定過程についてのタロックのモデルならびに明示的に公共財の問
　　　　　　　　　　　　　　（5）題にとりくむブキャナンのモデル等を基礎にして，財政的決定における最
適領域，財政的選択の基本的ルールとしての多数決投票ルールの結果の問
題を検討し，これらのモデルの部分的な補足，拡張を試みることにする。
（註）
　（1）拙稿「財政モデルについて」早稲田社会科学研究第十一号
　（2）cf．　MV．　Pauley，“Mixed　Public　and　Private　Financing　of　Education”，
　　んη6プ磁ηE60ηo痂。　Rετf伽，　March，1967．
　（3｝D．Black，　Tゐ8丁加ory（ゾCoηzηz痂θ63αη4　E琵。∫foπs，1968．
　（4）　G．Tullock，　To脚αr4αMα’加ηzα彦f‘sρゾ1）oZ銘’c3，1970．
　（5）J．M．　Buchanan，丁乃θD6ηzαπ4αη48ゆμy　qブPπ襯。　Goo4s，1968．
（2）
　われわれの基本的なセッティングは，任意のグループの構成メンバー
は，可分的消費財にたいしてと同様，グループが結合的に消費する，集合
財についても，それぞれが，効用関数をもっており，そして，集合的な決
定の解は，各メンバーの個別的な効用関数にもとづいて導出されるという
　　　　ゆものである。
　まず最初に，選択対象が単一のケースでの，集合的決定過程に関する最
適領域を明らかにしておこう。
　いま，特定の単一公共財の予算レベルについての，その連続的な変数の
領域をとりあげてみよう。もっとも単純な，選択参加者が二個人，あるい
は二つのグループを代表する二人のメンバーである場合の，ある公共財の
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連続的な予算レベル，Qsの選択状況が，2－1図に示されている。もち
ろん，このような財政的選択のモデルにおいては，この選択的な予算レベ
ルをまかなうための課税方式は，選択関数に直接には入ってこない。これ
らは，選択行動上の基本ルールとして，予算レベルとは，きりはなして選
択されるものと考えてよい。
　さて，二人掛選択過程への参加者，A，　Bは，この連続的な予算レベルに
ついて，それぞれ選好序列づけをおこない，そして，それぞれの選好曲線
のピークは，おのおのの最適選好予算レベルを導出している。この二つの
最適予算は，直線図の二点A，Bによって示すことができる。直線上のOA
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ならびにBQsの領域は，それぞれ，ノン・オプティマムであるが，、4B
間の内部の領域では，一方の最適点への接近が，他方の最適からの離反を
意味するから，この線分は，いわゆるパレートの意味における最適領域で
ある。それは，まさに，エッジワースのボックス・ダイアグラムの両コー
ナーを纈ような，契紬線に匹敵するものを・ほかならな1ぞ。
　さて，決定に参加する個人の数が増加するときの，このような最適領域
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の変化をみよう。三個人，四個人，五個人のケースが，2－2図，（a），（b），
（c）にそれぞれ示されている。多数者がこの選択過程に導入されるとき，各
メンバーの効用関数が相互に異なるかぎり，オプティマムは，それぞれ異
なった位置をしめることになる。しかし，集合的決定に参加する投票者の
数が増加していくとき，そのグループの最適領域は，かならずしも拡大す
るとはかぎらない。
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（c）
　いま二つの最適点，A，　Bによって与えられた最適線分上の選択的なす
べての点を，一つの集合5で表わせば，
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　　　　　　　5＝｛A，……，B｝
であり，したがって，つねに，
　　　　　　　（A）（且∈5）
　　　　　　　（B）（B∈5）
が成立する。しかし，もし
　　　　　　　G＝｛C，D，E｝として，
　　　　　　　G年8
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の関係が成立する場合には，グループについての最適領域の範囲は，拡大
していくことになる。それにたいして，
　　　　　　　G∈5
である場合には，投票メンバーの数が増加しても，最適領域の範囲は不変
である。
　このように，単一の予算セクターだけを対象とする場合の，基本的な特
徴は，グループの最適領域は，一次元の直線上に与えられるということで
ある。そして，決定過程への参加者の数が，二個人の場合と三個人（そし
て多数者）の場合とでは，集合的結果の導出過程が大きく異なってくるこ
とに注意しなければならない。
　まず，効用関数が異なる二個人のモデルでは，最終的アウトカムが導出
れさる範囲は，2－1図の線分ABによって示された最適線で示されるわ
けであるが，しかし，この範囲は，純粋の不一致の領域であり，ここで
は，二個人の完全な合意はみられえない。だから，この状況で単一の結果
が導出されるためには，両当事者間に，何らかの選択行動上の，基本的ル
ールの同意が必要である。このような，ルールについての合意がないかぎ
り，最終的な解は安定的なものではなく，この選択過程では，個人的交渉
能力や熟練度等の要素が，大きな力をもつであろう。
7
（註）
　（1）財政理論の定式化に，明示的にこのような仮説を導入したのはブキャナンで
　　ある。公共財についての個人的需要の問題については，J．M．　Buchanan，
　　PπδZ∫6F魏αη‘6魏Z）8脚orα”c　Pro‘6∬，1967，　Chapt．2を参照。
　②　もちろん，可分的な二財を二個人に配分するさいの最適線は，2－3図にお
　　けるように，少なくとも，分配上の考慮を導入する場合には，実線で示される
　　領域に修正されなければならない。すなわち，A，Bは，おのおの，　X，　Yの
　　双方を全部自分自身で独占し，他方を餓死の状態に直面させるよりも，一部を
　　他方に配分している状況の方を，選好序数としては，高次にランクするわけで
　　ある。したがって，二つのオプティマムをとりまく，無差別等高線の接点の軌
　　跡のうち，A点からB点にいたる領域が，いわゆる最適線であり，破線の部分
　　は，双方を改善しうるシフトが可能であるという意味で，ノン・オプティマム
　　なのである。
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（3）
　一般的に，集合的な選択の基本的ルールの一つとして，われわれは単純
多数決投票という方式をもっている。そして，三個人のモデルでは，この
基本ルールとしての多数決方式を採用することができる。ところで，明示
的に財政的選択をとりあげるものではないが，グループの決定に単純多数
決ルールを採用して，選択のプロセスを詳細に分析したのは，ブラックで
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ある。そして，そこで導出された一般的定式は，メンバーの間で，中央の
選好パターンをもつ個人のオプティマムが，最終的な集合的結果になると
　　　　　　　ぽいうことであった。
　そこでまず，この単純多数決の解を検討して，それを財政的選択のモデ
ルに関連させていくことにする。もちろん，多数決ルールを採用する場
合，各メンバーの選好が単一ピークを示していることが，安定的な解の導
出を保証する。したがって，個人の選好に推移律が成立せず，選好曲線が
単一ピークにならない場合は，多数決投票ルールは，単一の安定的解を導
　　　　　　　　　　　　　　（2＞出しえないことになるのであるが，一般的にいえば，財政的な選択対象に
ついては，選好パターンに，一つの方向性を期待することができるので，
合理的な個人の予算レベルにたいする選好では，選好曲線は単一ピークを
かくものと考えてよいであろう。
　このように，われわれは，一般的に，財政難選択対象については，多数
決ルールが依然として有効であることを認めてよい。そこで，いま，単純
多数決投票ルールのもとでの，単一公共財の選択をとりあげてみよう。
3－1図および3－2図は，水平軸に単一の公共財についての連続的な量
的変数が，そして，垂直軸には，個人の選好序数がとられている。これ
は，もちろん，単に五個人あるいは三個人だけでなく，多数の選択参加者
のケースに一般的に適用することができる。
　さて，一般的に，二つの選択対象∬，7について，
　　　　　　　（躍）（軍）～（∬1）ゴ写・忽君κ）
が成立するから，すべての選好対象のうちで，単一の選択対象のみが多数
決をうることができる。3－1図では，選好曲線が単一ピークを形成する
ような，五人置メンバーが，単一予算レベルの連続的変数に直面している
と想定しよう。それぞれの選好曲線は予算レベルの全体的な範囲にわたっ
ているが，図では，選好曲線は，その一部だけが示されていると考えてよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9
い。そして，各メンバーのオプティマムは0塩，0為，0君，……によって
示されるものとしよう。
　いま，このグループは，この選択的な予算レベルについて，任意の提案
∬、，甑の決定に直面しているとする。その場合，
　　　　　　ごτユく跳《0．島
の関係が与えられるなら，各メンバーの選好曲線は，銑からΨユにいたる
範囲で，すべて右上がりであり，このことは，籔は苅よりも，各メンバ
ーとも，より高次の選好水準にあることを意味するので，Ψ、は∬ユにたい
して，5／5の賛成投票をうることになる。
　つぎに，同時的提案鈎，徴について，
　　　　　　¢2〈〃、《OP』
の関係があるとすれば，少なくとも四人のメンバーは，0瓦および，そ
れよりも高い予算レベルにオプティマムをもつから，銑からΨ，の範囲
で，右上がりの選好曲線をもつ。だから，提案写、は∬、にたいして，4／5の
賛成投票をうることになる。
もし，与えられた状況が，
　　　　　　ごτ3＜〃3《Oj巳
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であるなら，提案駒が，同様にして3／、の多数をえるであろう。
　σP，より高い予算レベルについても，同じ関係があてはまる。つまり，
同時的な任意の二提案が，αP。より右にある場合には，κ．＜〃。であるか
ぎり，∬ηが多数をうることになる。
　しかし，飾と〃。が同時に提出され，しかも，与えられた状況が，
　　　　　　　：τπ＜01「，＜〃π
であるようなケースでは，どちらの選択対象が多数をえるかは，おのおの
のメンバーの選好曲線をもっと広い領域にわたってかかなければ，明確に
はならない。
　しかし，ここで重要なことは，この単一公共財の選択的予算レベルのな
かで，単純多数決投票ルールのもとで，あらゆる他の対象に勝つような，
単一の選対象を導出することでなければならない。ところで，いま，OP。
から左方に左下がりの選好曲線をもっているものが，少なくとも三メンバ
ーいること，そして，同様に0瓦より右方の予算レベルで，右下がりの
選好曲線を示すものが三メンバーいることを確認することによって，少な
くとも，単純多数決ルールのもとでは，すべての選択対象のなかで，OP，
が最終的結果となる傾向があることが知られる。このことから，一般的
に，《η人のメンバーの選好が単一ピークを形成しており，しかも刀が奇
数である場合には，OP％（η十1）番目の対象が，少なくとも，単純多数
決ルールのもとでは，最終的な解になる》という，基本的な定式を導出す
ることができるのである。
　ブラックの多数決ルールのモデルにおいては，偶数メンバーのケースで
は，結果が，不確定になるので，安定的な単一解をえるために，チェアマ
ンに決裁権を与えるという手段を考えて，この問題に詳細な検討を加えて
　（3）
いるが，ここではこの問題には，深くたちいらないことにする。むしろ，
こでは，中間の選好パターンをもつ個人のオプティマムが最終解になる傾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11
3－2図
u
　　　　　　　　　　　　　　QOP一ぎ（n－1）’OP÷（n十1）、OP（n十3）
　　　　　　　　　　　＼
向があるという点に焦点をあわせて，これを財政的決定の問題に関連させ
て考察することにする。
　いま，nを奇数とすれば，中間の最適点は％（π十1）である。3－2図
においては，任意のメンバーのうち，中間の一つ下と一つ上の，三つのオ
プティマムだけが示されており，他のメンバーの選好曲線は省略されてい
ると考えてよい。
　さて，OP％（η十1）が，任意の選択対象，¢と同時的に提出されると
き，もし，
　　　　　　　κ＜01）％（η十1）
という状況が与えられているケースを想定しよう。％⑰＋1）入のメンバ
ーは，OP％（π十1）あるいはそれより右にそのオプティマムをもってい
るから，左方から右方に，つまり灘からOP％（π十1）に移動するにつれ
て，少なくとも，％（π十1）人のメンバーの選好曲線は右上がりになる。
すなわち，オプティマムをOP％（η十1）およびその右にもつメンバー
の％（π十1）個の選好曲線は右上がりになるはずである。だから，少なく
とも，％（η十1）人のメンバーは，∬よりもOP渥（π＋1）を選好するこ
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とになる。だから投票の結果としては，κの予算レベルにたいして，OP
％（η十1）の予算レベルの方が，少なくとも％（η＋1）：ηの多数をえる
ことになる。そして同様に，OP％（π十1）よりも高い予算レベルを示す
選択対象と同時的提案がおこなわれる場合でも，このような中間のオプテ
ィマムが多数をうることになる。
　したがって，一般的にいえば，選択対象が一セクターの予算レベルに限定
されるかぎり，単純多数決ルールのもとでは，グループのまんなかの選好
パターンをもつ個人のオプティマムが，集合的結果として導出される傾向
があるということになる。しかし，選択対象が，ひとたび，二曲クター，
つまり，二つの公共財についての予算レベルの枠のなかで，とりあげられ
るようになれば，一次元の最適領域における，このような解の安定性は，
かならずしも保証されなくなる。
（註）
　（1）　D．Black，‘‘丁加丁加orッ（ゾCoη3ηz∫，，8βsα刀4　E♂κ距。ηs，　op．　cit．，
　　Chapt．　W；cf．“On　the　Rationale　of　Group　Decision　Making”，彦ゐθ
　　JoπプηαZ（ゾPo♂鋤6αZ　E60ηo彫ッ，　Vol．56，1948，　PP．23－34．
　（2）cf．　Kenneth　Arrow，50‘∫α♂C加∫‘8α刀41η4勿’4％α♂Vα♂喫s，1963．
　（3）D．Black，丁加丁加orッ（ゾCoηz祝漉885αη4　E♂60，∫oηs，　op．　cit．，　pp．
　　16－18．
（4）
　単一公共財の選好から，二つの公共財の選好に転じた場合，選択に参加
するメンバーの数が，二人と三人以上の場合では，その最適領域の性格は
異なってこなければならない。
　まず，二個人のケースでこれをとりあげるならば，4－1図が示すよう
な最適領域が考えられるであろう。
　この図では，水平軸と垂直軸にそれぞれ二つの公共財についての選択的
な予算レベルがとられており，これらは，連続的な変数である。両メンバ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
4－1図
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一の評価を示す選好序数は，0点を原点とする第三軸で示されており，そ
れぞれのオプティマムは，A点，　B点である。したがって，これらをピー
クとする円丘が交差しているわけで，それぞれのピークをとりまく，無差
別等高線の接点の軌跡は，いわゆる契約曲線を構成することになる。
　このような，二つの予算セクターにおいては，それぞれのオプティマム
は，各メンバーのQ、についての最適線とQ，についての最適線との交点で
与えられるが，このようなそれぞれの予算セクターについての最適線の導
出は，4－2図によって示すことができる。
　いま，Q、の予算レベルがQ、包で与えられているとき，このメンバーの
Q、の最適値は，Qノからの水平線と，かれのもっとも内側の無差別等高
線との接点で与えられる。したがって，任意のQ，のレベルに照応するQ、
の最適値は，それぞれの選択的なQ，のレベルからの水平線と無差別等高
線の接点でえられ，そして，これらの接点の軌跡が，このメンバーのQ1
についての最適線なのである。同様にして，任意のQ、のレベルに照応す
るQ2の最適値の軌跡によって，　Q2の最適線がえられる。そして，この
　14
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二っの最適線の交点は，このメンバーのオプティマムであり，これは，そ
の選好曲面のピークをあらわしている。
　いま，これらの最適線を，二個人、4，Bについてかけば，二個人のそれ
ぞれの効用関数において，二つの公共財の予算セクターの間に相互依存関
係がないと想定すれば，4－3図におけるように，二個人の最適線は平行
線で交差し，中央に一つの四角形をかくことになる。ここでは，単純化の
ために，このような最適線を仮定し，さらに，無差別等高線は円で示すこ
とにしよう。
　いま，交互的な決定権の委任という基本的ルールを採用し，／1にQ、の
レベルの決定権が，そしてBにQ2のレベルを決定する権限が与えられる
ならば，ここではD点が集合的結果として導出されるであろうし，その役
割が逆になれば，．E点がアウトカムとなる。そして，このような基本的ル
ールが承認され，それぞれの役割の合意が成立する場合には，効用関数に
変化が生じないかぎり，これらは，安定的な結果にほかならない。
　このようにして，二つの予算上の変数が，それぞれ単独に決定される状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15
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況では，任意の基本ルールのもとで，この四角形DOP4EO均における
一点が集合的解として導出されることになる。しかし，二つの予算上の変
数が，結合的に，同時的に考慮されなければならないようなケースでは，
それぞれの連続的な選好曲面のピークである0鳥と0」らをとりまく，
無差別等高線の接点の軌跡である契約軌跡0葛0」ら線上に，最終解が求
められることになる。そして，この契約軌跡上での一意的な解の決定は，
何らかの基本的なルールが採用されないかぎり，不確定のままなのであ
る。
　しかし，たとえば，交互的な決定権の委任というルールのもとでの一つ
の均衡解であったD点の状況が与えられたとき，いま二つの予算レベルの
変数を同時的に考慮しなければならないルールへの転換が認められるとす
れば，Dより東北方向の，斜線の領域の内部へのシフトは，　A，β両者を
改善するはずである。そして，一般的には，契約軌跡上の解に接近してい
く傾向があるであろう。だから，結合的選択ルールでは，二対象を単独に
選択するルールにおけるよりも，解の領域は大幅に縮小されるわけであ
16
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り，また後者のルールでの解はかならずしも，パレートの意味での効率的
な結果を保証しないことに注意しなければならない。
　二つの予算セクターの選択状況に，三人以上のメンバーが直面するケー
スをとりあげよう。三個人のケースでは，それぞれの効用関数が異なるか
ぎり，二つの予算レベルについての，おのおのの最適線の交点である各メ
ンバーのオプティマムは三つになる。そして，これらをピークとする，相
互の連続的な選好曲面の無差別等高線の接点の軌跡は，これらのオプティ
マムを結ぶ三つの契約曲線であるから，4－4図のように，これらは三角
形の領域をとりまくことになる。また，一個人のオプティマムが，他の二
個人の契約曲線上にある場合は，4－5図のように，最適領域は，最初の
　　　　　　　　　　　　　　　（ゴ1二個人についての契約軌跡に等しい。もちろん，参加する個人の数が増
加するにつれて，メンバーのオプティマムが，他のメンバー間の契約軌跡
上に位置しないかぎり，4－6図，4－7図に示すような，より多角的な
領域が，それぞれの契約曲線によって，形成されることになる。もちろ
ん，おのおののオプティマムを結ぶ契約軌跡は，パレート最適の領域であ
るが，これらの契約曲線が一つの図形をとりまくときには，パレート最適
領域は，契約軌跡だけでなく，それらの内側の領域をも含むことに注意し
　　　　　　　4－4図　　　　　　　　　4－5図
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なければならない。つまり，この領域の内部の，どの点からの変化も，そ
のグループの少なくとも一メンバーを改悪するからである。
（註）
　（1）もちろん，このケースで，多数決ルールを適用するときには，Cのオプティ
　　マムが多数決の承認をえることになる。なぜならBからCの方向への移動は2
　　対1の賛成をえるし，同様に，AよりC方向への移動提案も2対1で賛成をえ
　　るからである。各メンバーは，自分のオプティマムに，より近い無差別等高線
　　上の提案の方を選好するからである。
（5）
　単一予算レベルの選択におけると同様，複数予算レベルの選択プロセス
でも，二個人から，多数個人へと，選択参加者が拡大していくにつれて，
二個人モデルとは，異なった状況が生じてくる。われわれは，多数者の状
　　　　　　　　　　　　　　　ω況を主として，三個人のモデルで，特に，基本的ルールとしての，単純多
数決方式のもとで考察することにする。
　さきに，単純多数決ルールが採用されるとき，グループのなかで，中間
の選好パターンをもつ個人のオプティマムが集合的結果として導出される
傾向があることをみた。
　18
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　いま，個人，・4，B，　Cが二つの連続的な予算レベル，　Q、，　Q、をきりは
なして，単独に，交互に選択できるルールのもとで，単純多数決方式を採
用すれば，相互の効用関数が異なるかぎり，それぞれの予算レベルについ
て，三メンバーの最適線の中間のものが，グループの選択に決定力をもつ
ことになる。しかし，効用関数において，2公共財が独立的ではなく，相
互に補完性あるいは代替性をもつときは，それぞれの個人の最適線は，さ
きにみたような規則的な平行線をかくことはない。図5－1において，三
つの最適線は，予算レベルQ、の任意の値いに関する，それぞれ，メンバ
ーA，B，　Cの，予算レベルQ1についての，最適値の軌跡である。いま，
かりに，P点が与えられているとして，それぞれのQ、の最適値を導出す
るためには，P（Qノ，Q1りをとおる水平線が，三メンバーのQ1の最適線
と一致する点によって，横座標を求めればよい。ここでは，Q、α，　Q、δ，　Q3C
が，それぞれ且，B，　CのQ、に関する最：適値になる。
　このような状況では，単純多数決によって選好されるグループ0）結果
は，これらQユについての三つのオプティマムのうちの，中間の最適値で
ある。つまりQ、bは集合的結果にほかならない。そして，これは，　Q，＝
Q、乞のレベルでの，中間の最適解によって与えられている。二公共財が効
用関数において，相互依存的である場合には，もちろん，メンバーの最適
線は相互に交錯するであろう。このようなケースでは，中央に位置する最
適線は，5－2図および5－3図のようにしばしば，別個の最適曲線の，
いくつかの線分によって構成されることになる。5－2図ではQ、の最適
曲線が，そして，5－3図ではQ2最適曲線がかかれているが，それぞれ
の中央の最適線は，太い実線で示されてる。
　しかし，ここで，単純化のために，効用関数における，二公共財の独立
性を想定して，二つの予算レベルが，同時的に考慮される場合を，単純多
数決ルールのもとで考察しよう。三個人の最適線と，その交点であるそれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19
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それのオプティマム，そして各オプティマムを結ぶ契約軌跡とそれに囲ま
れたパレート領域が，5－4図に示されている。
　二つのセクターが，別個に選択されるかぎり，すでに，単一公共財の選
択のケースで指摘されたように，単純多数決のもとでは，Q1，　Q，それぞ
れの，中間の最適線上のレベルが，集合的に選択されることになる。そし
て，結局は，一つの中間の最適線の交点（5－4図のM点）が，集合的結
果として導出されることになる。このことは，効用関数における，二財の
相互依存性を認める場合でも修正されない。5－5図のM点は，このよう
　20
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Q、
な状況のケースで，二つの予算レベルが別々に考慮される場合の，集合的
な解を示すものである。
　さて，三個人のモデルでは，5－4図のル礁は，普通の型の無差別等高
線が与えられると，三つの契約軌跡に囲まれた，パレート最適領域の内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②部，あるいはその境界線上にあることが保証される。　そして，二対象が
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別々に選択されるというルールが修正されないかぎり，また，個人の効用
関数に変化がないかぎり，このような1匠愚での解は，安定的なく均衡〉結
果なのである。
　しかし，二つの公共財を同時的に考慮するというルールと，単純多数決
投票方式が，選択行動の基本的ルールとして導入されるときは，このよう
な安定的な均衡は，もはや保証されない。いま5－4図において，単独的
選択における均衡解，M点を基準にすれば，個人BおよびCは，斜線の領
域の内部の点へのシフトによって，相互の位置を改善することができるは
ずである。そして，かれらは，一般的には，この二個人の契約軌跡，0島
OPoの方向に移動していき，たとえばZのような点が，契約軌跡上に求
められるであろう。
　しかし，このようなZ点を基準にして考えれば，個人Aが，他の二個人
の一方とトレードをおこなうことによって，相互が改善される可能性が残
されている。たとえば，Xは，　Zに比較して，且にとっても，　Bにとって
も，それぞれのオプティマムに，より近い無差別等高線上にあるので，X
への提案は，多数決の承認をえるであろう。しかし，X点では，さらに，
個人CはY点を提案するかもしれない。Yでは，　Xに比較して，・4，　C双
方にとって，ベター・オフになるから，これはXにたいして，多数決をえ
ることになる。そして，これにたいして，個人Bは，ふたたびZを提案す
るかもしれない。これもまた多数決承認をかちとるであろう。
　このようにして，二つのセクターの予算レベルが，同時的に考慮される
状況で，単純多数決投票ルールが採用されている場合には，選択対象の間
に，ふたたび循環過程が生じてくることになる。もちろん，このような循
環多数決の現象は，契約軌跡上だけでなく，パレート最適の領域の内部の
対象間にも起こりうるが，多数決連合を形成するニメンバーが，相互間の
効率性を最大限に追求していくならば，契約軌跡上の提案の間の循環にな
　22
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るであろう。
　もちろん，このようなニセクターのモデルでは，循環的な結果をもたら
す領域は，すべてパレートの意味での最適であり，したがって，循環的投
票の手続きによって生じる非効率性を別とすれば，エクスターナルな基準
にたよらずには，循環内部における提案の非効率性を指摘することはでき
　（3）
ない。
　いま，ここで投票のトレードがおこなわれるケースについて考えてみよ
（4）
う。さぎの5－4図では，ニセクターを別々に選択する場合には，三メン
バーのうち，中間の最適線をもつ，BとCが，それぞれに有効な決定力を
もっており，Aは，いわばくのけもの〉であった。しかし，5－4図に示
されているように，それぞれのメンバーの効用関数が，相対的に同等の選
好の強度を示している場合には，投票のトレードの可能性はほとんどない
といってよい。
　しかし，メンバーの効用関数における選好の強さが異なっており，した
がって，オプティマムをとりまく無差別等高線の型が，大きく不同であ
り，少なくとも，一メンバーの一対象にたいする選好の強さが，相対的に
著しい場合には，明示的な投票のトレードの可能性があらわれてくる。
　5－6図において，ニセクターがそれぞれ単独に決定されるケースで
は，多数決ルールのもとでは，．M点が集合的結果である。しかし，メンバー
AとCは，．MよりもM’点における方が，相互にベター・オフになること
は明白である。このM’点は，最適線C、とA、の交点で達せられており，
したがって，この点は，明示的な投票のトレードによってもたらされるも
のにほかならない。つまり，投票のプロセスで，明示的なトレードがおこ
なわれることによって，メンバーAとCの相互の利益がもたらされるわけ
である。メンバーCが，Q2についての自分の有効な決定権を放棄する
のは，メンバーAに比較して，Qユに，強い関心をもつからにほかならな
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　5－6図のような効用関数が与えられている場合，メンバーBが，自分
のQ、の決定票をAに提供しても，Aはこれには関心はない。したがっ
て，N点のような位置が，トレードの結果として導出される可能性はない
であろう。
　さてここで，．M’という結果にたいして，メンバーBは，譲歩して，　C
にY点の提案を示すかもしれない。Cは，　yではル1’点よりも改善される
のでこのようなトレードの申し入れをうけいれるであろう。これにたいし
て，、4はCに譲歩を示すかもしれない。そして，このような交換の過程を
経て，結果は，Cのオプティマム，0島の方に接近していく傾向がある。つ
まり，このような状況では，メンバーCが，効用関数の特質から，戦略上
有利な位置をしめているわけである。しかし，このような一連の結果は，
どれも，メンバーBにとっては，投票のトレードがないときのMよりも，
改悪される位置にほかならない。だから，ここで，ニセクターの同時的考
　24
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慮のルールが採用されれば，Bは別の方向へのトレードをねらうであろ
う。つまり，ルfという結果から，斜線の領域の内部への移動は，少なく
とも，その領域内の契約軌跡にいたるまでは，ニセクターのどのような組
み合わせも　すべてのメンバーの賛成をえるはずである。しかし，ひとた
び，契約曲線上の点に到達すると，BはXを提案して，　Aとの多数決連合
をはかったり，Zを提案して，　Cとの連合をはかることができる。しかし，
この場合にも，最終的な解は，個人の効用関数における，二財間の関係や
集合的決定をおこなうための，基本的ルールに依存するのである。しかし
ここでの問題は，このような状況においても，循環多数決による，解の不
安定性があるかもしれないということである。
　いま，5－7図において，メンバーAはQ，にたいして，そしてCはQ、
にたいして，相対的に強い選好を表示し，Bは，両予算レベルについて，
標準的な無差別等高線をもっている状況を想定してみよう。
　投票のトレードの結果，M！点が与えられたとき，門戸クターの同時的
考慮のルールが採用される，さきと同じケースを想定すれば，メンバーB
は，AにたいしてG点のような提案をすることが考えられる。単純多数決
　　　　　　　　　　　　　　　5－7図
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投票ルールが有効であるかぎり，2対1で，このグループの選好が決定さ
れるから，Gは多数決承認をえることになる。しかし，さらに，このプロ
セスでは，順次，たとえば，CによってH点が，　BによってK点が，そし
てAによってM点が提案され，いわゆるここでも，循環過程がくりかえ
されることになる。つまり，
　　　　　　　（G）（研（K）（Mノ）｛θPπ’・Hj％・K島・ガPK｝
という循環的選好におちいるのである。多数決投票が，安定的な解を約束
するためには，任意の選好対象，∬，写，之の問に，
　　　　　　　（謬）（写）（2）｛G鳥・y瓦）⊃エ瓦｝
の関係が成立することが必要であり，普通の財政的選択においては，選好
パターンに一つの方向性があり，その意味では，多数決投票ルールは，安
定的な解を約束するのであるが，このことが保証されるのは，単一の予算
セクターの選択の場合だけであって，複数の予算セクターが，同時的に，
パッケージとして選択される場合には，選択対象の交互的提案のプロセス
に，ふたたび循環がもちこまれるのである。
（註）
　〔1）選択行動上の基本的ルールのアプローチをとる場合，二個人のモデルと三個
　　人のモデルは，まったく異なった特質をもっている。もちろん，公共財のブリ
　　一・ライダーの問題を論ずるような場合は，二個人モデルは三個人モデルと同
　　様少数者モデルにほかならないが，ひとたび，基本的ルールの採用によって，
　　フリー・ライダーの問題が回避されるならば，三個人のモデルは，二個人のモ
　　デルとはちがって，多数者のモデルのもつ基本的な特質をそなえ．ていることに
　　注意しよう。
　②　この点は二個人のモデルとは大きく異なっている。二個人のモデルでは，ニ
　　セクターの単独的考察のルールは，パレートの意味での効率的な解を保証しな
　　いことに注意しなければならない。
　（3）もちろん，決定過程における，費用の要素を考慮にいれなければ，一般的な
　　効率性の問題は論じられないわけであるが，これらの問題は，とくに，J，M．
　　Bucllanan　and　G．　Tullock，丁加CαZoπZμsげCoηs6漉，1967；J．M．
　　Buchanan，　D醐αη4αη45πρμッげPμ協‘Goo4∫，　op．　cit．；J．M．
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　Buchanan，　Cos’αη4　C乃。∫‘8，1969；Alex　C．　Michialos，“The　Cost　of
　Decision．Making”，1）㍑6Z∫cαofo6，　Vol．区，1970等で論じられている。
（4）この問題は，James　S．　Coleman，“The　Bene負t　of　Coalition”，　P舶Z∫c
　Cゐ。伽，Vol．皿，1970；Edwin　T．　Haefele，‘℃oalitions，　Minority
　Presentation　and　Vote，Trading　Probabilities”，　Pz‘西砒C加fcθ，　VoL剛，
　19701Willialn　Riker，　Tん8　Tん80rンげPo枷磁Co詔孟励5，19621　J．
　M．Buchanan，　D677zαη4αη4諏ρρ4y，　op．　cit．，等で詳しく論じられてい
　る。
　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　多数決投票は，理論的には，つねに循環の可能性をもっているわけであ
るが，タロックは，このような〈アローの亡霊〉に対処して，選択過程に
参加するメンバーの選好関数の間に，現実的な相互依存関係を想定すると
き，投票者の数が増加するにつれて，この問題の重要性は，非常に小さく
　　　　　　　　　（1｝なることを定式化した。
　ここでは，二つの予算セクターについて，選択過程に参加していくメン
バーの数が拡大していく場合を考察してみよう。
　　　　　　　　　　　　　　　6－1図
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　6－1図は，五メンバーが投票に参加するケースで，それぞれのオプテ
ィマムが，相互に交錯しないようなケースでは，パレート最適の領域は，
これらを結ぶ契約軌跡によってかかれた図形の，いちばん外側の境界線に
よって示されている。この場合にも，単純多数決ルールが有効であるかぎ
り，ニセクターの予算が，それぞれ単独に考慮される方式のもとでは，結
果は中央の最適線の交点，．Mにおいて決定される。しかし，二対象の同時
的考慮によって，ここでは，三個人のモデルとはちがった要素が生じてく
る。それは，三メンバーよりも多数者が参加するケースでは，パレートの
領域は，多数決ルールのもとでの結果の領域とは一致しないということ，
つまり，もっとも外側の契約軌跡のかく図形はパレート領域であるが，多
数決ルールの解は，このパレート領域の内部の，一つのサブ・セットを構
成するということである。したがって，多数決ルールが循環過程を生みだ
していく領域は，6－1図のような状況のもとでは，内部の斜線部分に接
近していく傾向があるわけである。
　いま，6－2図および6－3図で，この問題を検討してみよう。図のよ
うな状況が与えられているとすれば，選択対象の交互的提案のもとでは，
　　　　　　　　　　　　　　6－2図
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両図の斜線の部分は，多数決の承認をえる領域である。たとえば，6－2
図のX，W，】巴Z等の提案と，それぞれの斜線の内部にある提案とが，お
のおの組み合わされて提出される場合には，斜線の内部の提案の方が多数
をえることになる。また，6－3図においても，L，F，」，N，M等の提案
は，それぞれの斜線の部分の内部の提案に淘汰されるわけである。そし
て，より高い効率性を実現するためには，斜線の内部での，契約軌跡上の
提案の方に接近していく傾向があるであろう。だから，多数決ルールでは
パレート領域のサブ・セットとしての，内部あるいはその契約軌跡上で，
循環的な結果をもたらすことになる。
　このようにして，財政的選択過程に参加していく，メンバーの数が増加
していくにつれて，一般的にいえば，パレート領域は拡大していくのであ
るが，そのサブ・セットとしての，多数決解の領域は縮小していくのであ
る。したがって，多数決の循環過程は，依然として残されるけれども，メ
ンバーの数が非常に大きくなる場合には，循環多数決の問題は，ほとんど
とるにたりないものとなるであろう。
　さらに，循環領域では，結果はすべて，パレートの意味で効率的であ
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り，この範囲が縮小していくにつれて，循環をくりかえすことから生じて
くる非効率との比較等を考慮にいれていくと，理論的には循環の可能性が
あるにもかかわらず，集合的結果導出の困難性は，実際には，ほとんど問
題にならないかもしれない。
　また，財政的選択に，ゲームのアナロジーを適用することによって，す
なわち，ゲームの開始にさきだって，事前的にルールをとりきめる方式
を，財政的決定過程にとりいれ，いわゆる基本的ルールのアプローチ
　　　　　　　　　　　しヨセト（constitutional　approach）をとることによって，この問題は，大幅に緩和
されるであろう。
　財政的決定論程の分析を，主として，多数決ルールとの関連において検
討してきたのであるが，これらの考察は，租税の決定レベルを，一応きり
はなしておこなわれてきた。だから，予算レベルをまかなう租税収入調達
方式が，選択的に採用されるときには，これらが事後的におこなわれるの
でないかぎり，さぎの分析は，もちろん，いくぶんの修正をまぬかれない
であろう。選択行動の基本的ルールとしての課税方式のアプローチは，ブ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ　キャナンによって先鞭がっけられたが，財政的選択過程の抱括的な分析の
ためには，予算のこの両側面は，何らかの方法で結合されなければならな
いであろう。もちろん，事後的に課税方式が決定される場合には，ここで
の分析は修正される必要はない。
（註）
　111G．　Tullock，　To四αr4αMα疏e加α擁cs　o∫Po砒ゼcs，　Gp．　cit．，　chapt．3；
　　cf．　CD．　Campbell　and　G．　Tullock，“A　Measure　of　the　Importance　of
　　Cアclical　Majorities”，　Eωπoηzガ。　Joπr刀α乙Dec．1965，　PP．853－57．
　（2）このようなアプローチによる財政理論の定式化は，J，M．　Buchanan，
　　pμδ〃6躍肥馬aηD8ηzo‘rα’∫o　Proo6∬，　op．　cit．，において，詳細に試み
　　られている。
　（3）　oP．　cit．，　part　I．
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